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平成 28年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

「救急医療体制の推進に関する研究」（主任研究者 山本 保博） 

 

分担研究報告書 

地域包括ケアにおける救急医療と在宅医療の連携について 

 

分担研究者：横田 裕行 日本医科大学大学院医学研究科救急医学分野教授 

研究協力者：小豆畑丈夫 日本大学医学部救急医学系救急集中治療医学分野  

    診療准教授 

    医療法人青燈会 小豆畑病院病院長 

照沼秀也 医療法人社団いばらき会理事長 いばらき診療所 

            

研究要旨：在宅療養の必要性・重要性が高まり、地域包括ケアの中で在宅療養に対する取り組みが
積極的になされている。その一方で在宅患者が急性増悪し救急医療が必要となった場合、患者にと
って望ましい医療が、必ずしも提供されてない背景が存在する。そこで在宅医療現場で発生する様々
な疾患の急性増悪に対して適切に対応するための検討を行い、救急医療システムを適切に利用する
手段やそのタイミングについて検討することとした。そのために医学的知識が十分でない一般人に
も理解しやすい手順書等の検討、さらに在宅医療と救急医療を担う救急病院の連携モデルを提案し、
質の高い在宅医療と救急医療の展開を目指した。実際、茨城県那珂市をモデル地区として在宅で介
護を担当している患者家族に対して、救急への対応に関する手順書配布の試みを行った。 

Ａ．研究目的 

近年、在宅療養の必要性・重要性が高ま

り、日本全国で在宅療養に対する取り組みが

積極的になされており、約 600 万人が在宅で

療養しているというデータも存在する。地域

包括ケアの中で在宅療養での慢性疾患診療に

対する研究やその介護方法の検討は積極的に

なされ、在宅医療の理解は深まっている。そ

の一方で在宅患者が急性増悪し救急医療が必

要となった場合、患者にとって望ましい医療

が、必ずしも提供されてない背景が存在す

る。その原因は救急医療が、在宅患者のかか

える原疾患、合併疾患や患者背景の多様性に

対応しきれていないことが一因である。ま

た、在宅や救急医療に携わる医療スタッフだ

けではなく、在宅や介護施設で患者を抱える

家族や患者本人への情報伝達が十分でない現

状も存在している。本研究では在宅患者が救

急の医療対応が必要と判断された際に、救急

医療へのアクセスをどのようなタイミングと

手段で使用することが最も適切で、患者の利

益になるかを検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

茨城県那珂市周辺で救急医療と在宅医療を

積極的に行っている２つの医療法人（医療法

人社団青燈会 小豆畑病院、及び医療法人社団

いばらき会）、および同医療機関を受診してい

る在宅医療を受けている患者やその家族を対

象とした。対象となる在宅医療を受けている

患者が急病やケガを負った際に、医療機関へ

の受診方法やそのタイミングについて解説し

たリーフレットを配布した（別添１）。 

患者さんの個人情報に関しては匿名化して

個人情報管理者である医療法人社団いばらき

会理事長照沼秀也医師が管理し、そのデータ

は外部接続ができず、パスワードで管理され

たパーソナルコンピュータ（ＰＣ）に入力す
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る。また、同ＰＣはカギのかかるロッカーに

保管する。 

 

（倫理面への配慮） 

介入研究ではなく、また侵襲のある研究で

はない。本研究に関しては日本医科大学倫理

委員会の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

茨城県那珂市周辺で救急医療と在宅医療を

積極的に行っている２つの医療法人（医療法

人社団青燈会 小豆畑病院、及び医療法人社団

いばらき会）を受診し在宅医療を受けている

患者さんやその家族を対象とし、当研究班で

作成した患者が急病やケガを負った際に、医

療機関への受診方法やそのタイミングについ

て解説したリーフレット（別添１）を配布す

ることに関して同意を求めた。配布したリー

フレットは上記医療機関で在宅医療を受けて

いる患者、あるいはその家族に配布した。配

布したリーフレット数は約 300枚であった。 

なお、本研究は日本在宅救急研究会

（http://zaitakukyukyu.com/m/association.

html）と連携して行われた。日本在宅救急研

究会は 2017年 7月 22日（土）に第 1回日本

在宅救急研究会 in虎ノ門を開催し、分担研究

者横田裕行、および研究協力者である小豆畑

丈夫、および照沼英也が司会、講演を行った

（http://zaitakukyukyu.com/）（資料１）。 

 

Ｄ．考察 

超高齢社会を反映し在宅で療養・介護を受

けているのは年々増加し、600 万人を超える

と言われている。地域包括ケアの一貫として

在宅療養で慢性疾患への対応に関しては研究

やその介護方法、医療アクセスや施設同士の

連携も積極的になされ、在宅医療への理解は

深まっている。その一方で在宅患者が急性増

悪し救急医療が必要となった場合、患者にと

って望ましい医療が、必ずしも提供されてな

い背景が存在する。その理由は救急医療が、

在宅患者のかかえる原疾患、合併疾患や患者

背景の多様性に対応しきれていないことが一

因である。また、在宅医療や救急医療に携わ

る医療スタッフ、在宅や介護施設で患者を抱

える家族にとって、急な様態変化についての

判断や医療機関への受信方法やそのタイミン

グについての知識が十分でないことも指摘さ

れている。本研究では地域で救急医療を積極

的に展開している医療機関（医療法人（医療

法人社団青燈会 小豆畑病院）と在宅医療に取

り組んでいる医療機関（医療法人社団いばら

き会）が本研究課題について密接な協議を行

った。すなわち、在宅患者が救急の医療対応

が必要と判断された際に、救急医療へのアク

セスをどのようなタイミングと手段で使用す

ることが最も適切で、患者の利益になるかを

検討した。また、在宅患者がどのような状態

になったときに救急医療機関への受診を考慮

すべきかを、医療知識が十分でない在宅患者

やその家族の視点に立ち、検討したものであ

る。このように医療機関が密接に連携し、モ

デル地区を設けて行った研究は過去になく、

その結果は在宅医療を受けている患者及びそ

の家族に大きな貢献をするものと考えてい

る。 

一方で、本研究で作成したリーフレットの

有用性の検証に関しては十分な検討がなされ

ておらず、可能であれば次年度以降の研究課

題として位置付けたいと考えている。また、

今回のリーフレットは在宅医療を受けている

患者、その患者を介護する家族等を対象とし

たものである、医学的知識が十分でない場合

を想定している。今後は高齢者施設等で勤務

する介護職員や看護職員等にも利用可能な、

http://zaitakukyukyu.com/m/association.html
http://zaitakukyukyu.com/m/association.html
http://zaitakukyukyu.com/
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より詳細なマニュアルを作成する必要がある

と考えている。さらに、在宅医療に ICTや AI

技術を導入することで、遠隔医療の導入も考

慮すべきと考えている。 

 

Ｅ．結論 

本研究では在宅患者が救急の医療対応が必

要と判断された際に、救急医療へのアクセス

をどのようなタイミングと手段で使用するこ

とが適切で、患者の利益になるかを検討した

ものである。また、在宅患者がどのような状

態になったときに救急医療機関への受診を考

慮すべきかを、医療知識が十分でない在宅患

者やその家族の視点に立ち、検討した。この

ような観点からの研究は過去になく、在宅医

療を受けている患者及びその家族に大きな貢

献をするものと考えている。 

一方で本研究で作成したリーフレットの有

用性の検証に関しては十分な検討がなされて

おらず、可能であれば次年度以降の研究課題

として位置付けたい。さらに、高齢者施設等

で勤務する介護職員や看護職員等にも利用可

能な、より詳細なマニュアルを作成する必要

がある。 
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